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第６  介  護  保  険 

 【 高齢福祉課 】 

１ 要介護認定事務 
 

(1) 認定調査 

市職員と委託により実施しておりますが、「一定期間毎に市町村職員が調査をすること」

という国の方針に基づき、在宅・施設を問わず１～２回に１回の割合で市職員が調査を実施

しています。 

認定調査件数 1,582 件（うち伊達市直営分 1,263 件で約 80％） 

(2) 認定審査会 

審査会委員     20 名（医療職 11 名、福祉職７名、保健師２名で４合議体） 

審 査 件 数        1,485 件 

(3) 要介護（要支援）認定者 

令和５年３月末の要支援及び要介護認定者は2,548人で、そのうち第１号被保険者は2,521

人、出現率は 20.49％となっております。 

（認定者及び分布割合）                                *２号被保険者含 

区 分 要支援１     要支援２     要介護１     要介護２ 要介護３     要介護４     要介護５     合   計 

認定者 

（人） 
358 408 680 393 283 246 180 2,548 

分布割合 

（％） 
14.1 16.0 26.7 15.4 11.1 9.7 7.0 100.0 

                                             第１号被保険者数 12,298 人 

２ サービス利用状況 

(1) 居宅サービス 

☆令和５年３月の居宅サービス受給者数 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合  計 

154 236 428 219 94 61 29 1,221 

(2) 施設サービス 

☆令和５年３月の施設サービス受給者数 

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 介護医療院 合    計 

216 180 0 99 495 

(3) 地域密着型サービス 

☆令和５年３月の地域密着型サービス受給者数 

通 所 介 護          共 同 生 活 介 護          そ の 他 合    計 

83 94 49 226 
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３ 介護保険料 

（第１号保険料）                           （令和５年度） 

保険料段階 保険料（年額） 対象者 

本
人
が
住
民
税
非
課
税 

非
課
税
世
帯 

第１段階 17,700 円 

生活保護受給者の方。老齢福祉年金受給者の方又

は課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円

以下の方 

第２段階 29,500 円 
課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円

超 120 万円以下の方 

第３段階 41,300 円 上記以外の方 

課
税
世
帯 

第４段階 53,100 円 
課税年金収入額と合計所得金額の合計が 80 万円

以下の方 

第５段階 59,100 円 第４段階以外の方 

本
人
が
住
民
税
課
税 

第６段階 70,900 円 合計所得金額が 120 万円未満の方 

第７段階 76,800 円 合計所得金額が 120 万円以上 210 万円未満の方 

第８段階 88,600 円 合計所得金額が 210 万円以上 320 万円未満の方 

第９段階 100,400 円  合計所得金額が 320 万円以上の方 

 

※ 合計所得金額は次のとおり計算します。 

 １  本人の住民税が課税以外の方については、給与所得（給与所得と公的年金収入に係る年

金所得の双方を有する者に対する所得調整控除が行われている場合にはその控除前の金

額）から、10 万円を控除した額 

 ２  本人の住民税が課税の方については、給与所得又は公的年金収入に係る年金所得が含ま

れている場合、それらの合計額から 10 万円控除した額 
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４ 保険給付費 

(1) 介護（予防）サービス等諸費 

介護サービスの費用のうち９割(または７～８割)は保険でまかなわれ、１割(または２～

３割)は本人負担となっています。 

 ☆令和４年度の保険給付費の状況 

区  分 金 額 (円) 備  考 

居宅介護(予防) 

ｻｰﾋﾞｽ等給付費        
586,357,270 

訪問介護、訪問看護、訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ、訪問入浴介護、居宅

療養管理指導、通所介護、通所ﾘﾊﾋﾞﾘ、短期入所、福祉

用具貸与 

地域密着型介護 

サービス給付費 
493,517,626 

認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

施設介護 

ｻｰﾋﾞｽ等給付費 
1,797,713,760 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、

介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介護 

居宅介護(予防) 

福祉用具購入費 
6,186,217 ポータブルトイレ、シャワーチェア等の購入 

居宅介護(予防) 

住 宅 改 修 費 
8,846,833 手すりの設置、段差解消、床の滑り止め等 

居宅介護(予防) 

ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 
141,968,905 ケアプラン作成等 

 

  合   計 

 

3,034,590,611 

 

 

 

(2) 高額介護サービス費  82,953,680 円 

低所得者については、自己負担の上限額（月額）を設けています。 

                                   （令和５年度） 

区  分 上限額（月額） 

世帯住民

税非課税 

生活保護受給者の方 15,000 円（個人） 

老齢福祉年金受給者の方又は課税年金収入

額と合計所得金額の合計が 80 万円以下の方 

24,600 円（世帯） 

15,000 円（個人） 

上記以外の方 24,600 円（世帯） 

世帯住民

税課税 

下記以外の方 44,400 円（世帯） 

課税所得 380 万円(年収約 770 万円）～ 

課税所得690万円(年収約1,160円)未満の方 
93,000 円（世帯） 

課税所得 690 万円（年収 1,160 万円）以上の方 140,100 円（世帯） 
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(3) 高額医療合算介護（介護予防）サービス費  10,860,124 円 

世帯内の同一の医療保険（国民健康保険、後期高齢者医療制度など）の加入者の方につい

て、１年間（毎年８月１日～翌年７月 31 日）に「医療保険」と「介護保険」の両方に自己負

担があり、その自己負担の合計が「高額医療・高額介護合算療養費制度」の自己負担限度額

を超えた場合、申請によって、自己負担限度額を超えた金額が支給されます。 

  

(4) 特定入所者介護サービス等費  107,985,966 円 

低所得者については、食費及び居住費の自己負担の上限額（日額）を設けています。 

                                   （令和５年度） 

利用者 

負担段階 
対象者 

負担減額（日額） 

食費 居住費 

第１段階 

・道市民税非課税で

老齢福祉年金を受

給している方 

・生活保護を受給さ

れている方 

300 円 

ユニット型個室         820 円 

ユニット型個室的多床室    490 円 

従来型個室(特養等)       320 円 

従来型個室(老健・療養等)   490 円 

多床室                      負担なし 

第２段階 

・道市民税非課税世

帯で合計所得金額

と年金収入額の合

計が 80 万円以下

の方 

390 円 
ユニット型個室         820 円 

ユニット型個室多床室     490 円 

ショートステイ 

600 円 

従来型個室(特養等)       420 円 

従来型個室(老健・療養等)   490 円 

多床室             370 円 

第３段階   

① 

・道市民税非課税世

帯で合計所得金額

と年金収入額の合

計が 80万円超 120

万円以下の方 

650 円 
ユニット型個室        1,310 円 

ユニット型個室多床室     1,310 円 

ショートステイ 

1,000 円 

従来型個室(特養等)       820 円 

従来型個室(老健・療養等)  1,310 円 

多床室             370 円 

第３段階 

 ② 

・道市民税非課税世

帯で合計所得金額

と年金収入額の合

計が 120 万円以上 

1,360 円 
ユニット型個室        1,310 円 

ユニット型多床室      1,310 円 

ショートステイ 

1,300 円 

従来型個室(特養等)           820 円 

従来型個室(老健・療養等)  1,310 円 

多床室            370 円 

基準額 

・上記のどれにもあ

てはまらない方 

※負担額の軽減なし 

1,445 円 

  ユニット型個室       2,006 円 

ユニット型個室多床室    1,668 円 

従来型個室(特養等)     1,171 円 

従来型個室(老健・療養等)  1,668 円 

多床室(特養等)        855 円 

多床室(老健・療養等)     377 円 
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５ 介護予防・日常生活支援総合事業 

平成 27 年度の介護保険制度改正で、予防給付の訪問介護と通所介護は地域の実情に応じ

て市町村で実施することとなりました。本市では、平成 29 年度から「介護予防・生活支援サ

ービス」を開始しています。 

○令和４年度の介護予防・生活支援サービス利用件数 

通所型 訪問型 合  計 

2,293 1,558 3,851 

○令和４年度末日常生活支援総合事業認定者数     161 人 

○介護予防・生活支援サービスの年間事業費  85,393,116 円 

 

６ 保険料の減免について 

 (1) 法定減免 

保険料の減額 

① 災害により住宅、家財又はその他の財産に著しい損害を受けたとき 

② 生計の主たる維持者が死亡、長期入院、事業の廃止・損失、失業、農作物の不作、不漁等

により、その他の収入が著しく減少したとき 

③ 監獄、労役場その他これに準ずる施設に拘禁されているとき 

(2) 独自減免 

① 低所得者で特別な事情のあるとき介護保険料の減免  

前年世帯総収入金額が 85 万円以下（２人以上の世帯の場合は、１人増毎に 40 万円加算

した額）かつ預貯金の合算額が限度額内の方が対象となり、保険料が、第２段階の方は第

１段階の額となります。 

 

７ 低所得者利用者負担対策 

社会福祉法人等による利用者負担軽減措置 

市民税世帯非課税者で老齢福祉年金受給者等の低所得者に対し、介護保険サービス

（特別養護老人ホームの入所、デイサービス、ショートステイ、ホームヘルプサービス）

を提供する社会福祉法人等が利用者負担を減免（１／４）する場合、負担した額が総収入

の一定割合を超えた法人に対して支援を行うものです。 

 

８ 介護保険等運営協議会  

目的：介護保険事業の運営その他老人保健福祉の計画に関る事項を審議する。 

       ○定数：10名 ○任期：２年 

       令和４年度は１回開催されました。 
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９ 広報・相談業務等 

(1) 広報 

・広報だて 令和４年６月号 

「知っておきたい介護保険制度 

～令和４年度介護保険料などのお知らせ～」 

(2) 相談業務 

・高齢福祉課介護保険係、高齢者福祉係 

・伊達市地域包括支援センター 

・大滝総合支所地域振興課窓口   

(3) 介護保険説明会 

依頼により説明に出向きます。 


